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令和６年度 第 1回生駒市行政改革推進委員会 会議録 

 

開催日時  令和 6年 7月 9日（火） 午前 10時 00分～午前 12時 00分 

開催場所  生駒市コミュニティセンター 401会議室 

 

出席者 

(委 員) 森委員長、清水委員、林委員、森岡委員、松山委員、中田委員 

(事務局) 領家経営企画部長、牧井企画政策課課長補佐、白川企画政策課企画係主任、 

高山企画政策課同係事務員 

(担当課) 清水都市整備部長、田中施設マネジメント課長、今里施設マネジメント課課長、 

井上施設マネジメント課課長補佐、明石施設マネジメント課ファシリティマネジメ

ント推進室係長 

(傍聴者) 2名 

 

欠席者 

松岡委員、中西委員 

 

 

１ 開 会 

 

２ 副委員長の選任 

（事務局） 副委員長については、「生駒市行政改革推進委員会条例」第 5条第 2項の規定により、

委員の互選により定めることとなっている。このことについて、何かご意見等はあ

るか。 

（委 員） これまでも委員を務めていただいている松岡委員にお願いしてはどうか。 

（各委員） 異議なし 

【松岡委員に意向を確認のうえ、了承いただければ副委員長に決定】 

 

３ 諮問 

（事務局） 【資料３諮問書について説明】 

 

４ 案件 

（１）本会議の公開について 

（事務局） 【資料４「生駒市行政改革推進委員会」の会議公開の取扱い（案）について説明】 

（委員長） 何か意見等はあるか。 

（各委員） 意見なし 

（委員長） それでは事務局案のとおりとし、原則公開とする。個人情報や未成熟な情報が含ま

れる場合は、委員の皆さまに諮らせていただき、非公開とする場合もある。 
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（２）後期行動計画の取組状況の報告について 

（事務局） 【資料５について説明】 

（委員長） 何か意見等はあるか。 

（委 員） 令和５年度の取組評価については、担当課の自己評価の結果報告のみで、委員会と

しての評価は行わないという理解でよいか。 

（事務局） そのとおりである。昨年度に第３次生駒市行政改革大綱についての総括的な評価を

実施していただいたので、後期行動計画における令和５年度の取組評価は担当課に

よる自己評価のみとし、本年度は令和６年度の総合計画アクションプランにおける

取組評価の方法を検討していただきたい。 

（委 員） 個別の取組状況評価シートを見ていると、そもそも目標数値が妥当なのか疑問なも

のがある。今後の目標設定の妥当性をどのように担保するのか議論した方が良いの

ではないか。 

（委員長） アクションプランにおける目標数値の設定はどのように行うのか。 

（事務局） 後期行動計画では令和４年度から令和６年度までの目標数値を設定したが、計画期

間中に社会情勢等の変化によって、当初設定した目標を達成できない取組があるな

ど、目標数値の妥当性という点について、上方修正、下方修正ともに柔軟に対応で

きなかったことが課題であった。一方で、アクションプランは毎年度策定するため、

目標数値の設定等についても柔軟に見直しを行い、最新の状況を踏まえた妥当な目

標数値を設定したい。 

（委 員） 良いと思う。また、現状の評価シートについては、目標値が未達成だった場合にそ

の理由を記載する形式になっており、どちらかというとネガティブな内容になって

しまうと思われる。ネガティブなことばかりに着目すると担当課のモチベーション

が落ちてしまうため、むしろ努力したことを評価することが今は主流だと思う。努

力した点や評価できる点等のポジティブな内容を記載できる評価シートにしてはど

うか。 

（事務局） 今後、各担当課の自己評価においてポジティブな内容を記載できる仕組みを検討し

たい。 

（委 員） 行政改革大綱が総合計画の中に位置付けられたことから、今後の評価においては、

単純に利益や効率が上がったという話だけではなく、具体的に取り組むべきことが

なぜできなかったのかという観点も必要であるという話が、これまでの委員会で議

論されていたと思う。 

（委員長） これまでの委員会では、様々な取組に対して努力しているというポジティブな評価

も積極的に出ていた。今後、担当課の自己評価に加えて、委員会としての意見を記

載する際には、そういったポジティブなコメントも入れることで、担当課のモチベ

ーションの向上にもつながるのではないか。自己評価の段階で、各担当課にポジテ

ィブな意見を記載してもらうかどうかは事務局で検討してほしい。 

（事務局） 承知した。 
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（３）行政改革大綱に係る取組状況の評価方法について 

（事務局） 【資料６～資料７について説明】 

（委員長） 何か意見等はあるか。 

（委 員） 妥当な目標数値の設定は具体的にどうしていくのか。また、本委員会として評価す

るに値する事業を、非常にたくさんある事業の中から事務局で精査する必要がある

と思うがどうか。 

（事務局） 市が策定する政策目標の設定については、努力すれば達成できるような目標数値を

設定する目標設定の考え方を今年度から全庁的に通知しているところであり、行政

改革大綱に基づく取組の目標設定についても、この考え方を徹底していく。具体的

には、根拠のある目標数値の設定を基本として、各担当課から自己評価が出てくる

段階で、事務局において目標数値設定の妥当性を確認する予定である。評価対象の

精査については、アクションプランに紐づく事業が非常に多いため、基本的施策 1

～13については施策単位で評価していただき、経営的施策については市全体の行政

経営的な視点の事業となるため、個別の事業ごとに評価していただきたいと考えて

いる。ただし、基本的施策の各事業について、委員会で個別の事業評価をしていた

だかないとしても、事業担当課には毎年度コスト意識や目的思考等の行政改革大綱

に定める行動指針を意識してもらうことは重要であるため、担当課による自己評価

については全事業を対象としたい。 

（委員長） 基本的施策に対する評価について、各事業を総括して施策単位で評価するのは非常

にやりづらいように思う。1 つの施策の中に、評価の高い事業も、低い事業もある

ため、全体を総合してどのように判断したらよいのかわからない。 

（委 員） 同感である。それぞれの基本的施策に紐づく個別事業に対する自己評価を一覧で提

示されても、委員会として施策単位の総括評価は難しいのではないか。だからとい

って、全ての事業を個別に評価するというのも数の問題から現実的ではないため、

例えば、１つの施策の中で特に自己評価が良かったもの、逆に課題が残るものなど、

特質的な事業を事務局で抽出していただき、それらについて委員会で個別に評価を

行うというのはどうか。 

（委 員） 個別の事業に対する評価については、事務局側から本委員会に評価してほしい事業

を出してもらうだけでなく、委員会側からも評価したい事業について積極的に提案

してもよいのではないか。 

（委 員） ただ単に事業や経費等を削減することだけがこの委員会の目的ではないと思う。本

委員会からも評価すべき事業について提案でき、担当課との議論を含めて、その事

業そのものや経費のかけ方が妥当かどうか、あるいはより予算を拡充してでも実施

していくべきであるなどの評価ができるよう、対象事業の選定方法を検討してほし

い。 

（事務局） ここまでは総合計画の施策体系の中でどのように取組評価をするかという視点で審

議していただいているが、取組評価シートの評価項目ごとに評価の良い事業、悪い

事業どちらも抽出し、それらの事業について委員会から意見を出していただくとい

うのはどうか。また、そのような基準で事務局が抽出した事業とは別に、担当課が
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自己評価した取組評価シートは全て参考資料として委員の皆さまにご覧いただき、

その中から委員会として個別に評価したい事業があればご意見をいただくという評

価方法もあると考えたがどうか。 

（委 員） 担当課として、本当は廃止や縮小していきたいと考えているが、なかなかそうはで

きないといった事業についても本委員会による評価の対象にしてもらえれば、行政

改革の視点から市民も含めた広い意見を出すことができるのではないか。 

（委員長） 事務局から提案のあった評価対象事業の選定方法については、基本的に合意形成が

できているかと思う。 

（委 員） 評価対象事業の選定方法について、大筋は良いと思う。ただし、コストがかかる事

業、かからない事業が施策分野によって大きく偏ってしまうことがあると思うので、

そのバランスを調整しながら抽出していただく必要があると思う。また、単純に各

評価項目の高低だけで抽出の判断をするのは疑義があると思うので、そのあたりの

バランスは意識していただきたい。 

（事務局） 評価対象事業の選定については、取組評価シートの評価項目ごとに担当課の自己評

価で判断しつつも、併せてその事業における他の評価項目や総合評価も提示するこ

とで対応したい。 

（委 員） 自己評価の評価項目として、「コスト意識」、「目的志向」、「多様な主体との協創」、

「デジタル・データ活用」と４つの視点があるが、例えば、人事分野などは「多様

な主体との協創」というのはそもそも該当しないのではないか。全ての事業が全評

価項目について必ず回答する必要はないと思うので、例えばコスト意識に重点があ

る事業については、他の項目は評価しなくてもよいとするなど、柔軟に対応するの

が良いのではないか。 

（事務局） 全ての事業について４つの評価項目すべてに回答必須とするのではなく、事業内容

等に応じて、担当課と調整しながら柔軟に対応したい。 

（委員長） それが現実的だと思う。総合計画に紐づく全ての事業に対して、こういった行政改

革の視点における４つの評価項目があることで、ひとまず行政改革の視点について

考えてもらうきっかけにもなる。ただし、全ての項目について無理やり回答を強制

するものではなく、事業の内容や性質等に応じて柔軟に対応するのが良いだろう。 

（委 員） 改めて、この委員会で評価する意義のある事業を抽出してほしい。 

（委員長） やはり評価対象事業の選定については、市民目線、生活目線から取り上げるべき事

業を抽出することが非常に大切なことであり、それは行政だけではできないことで

もあるため、本委員会から積極的に意見を出すことが我々の重要な役割だと思う。

この案件の議論においてはまとめきれていない部分もあるので、事務局において改

めて整理していただきたい。 

（事務局） 承知した。 

 

（４）公共施設等総合管理計画等の改訂 

（担当課） 【資料８～９について説明】 

（委員長） 公共施設等総合管理計画の中身について諮問するということでよいか。 
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（担当課） そのとおりである。公共施設等総合管理計画については計画期間を１年延長し、そ

の中身について今後ご審議いただきたい。併せて、公共施設マネジメント推進計画、

公共施設保全計画、及び個別施設計画についても今年度より２カ年かけて統合・改

訂するので、その中身についても今後ご審議いただきたい。 

（委員長） 承知した。では、当面は何をするのか。 

（担当課） これから計画の改訂を進めていくので、その途中経過等について随時ご報告させて

いただくともに、本委員会においてご審議いただきたいと考えている。 

（委 員） 資料９の公共施設に関するアンケート（案）については、今日議論する必要がある

のか。あるいは、このまま発出するのか。 

（担当課） 委員の皆さまの意見を踏まえ、修正等があれば対応したい。 

（委 員） アンケート（案）の別紙に参考資料が付いているが、市の現状や今後の将来予測等

について控えめな記載となっている。これでは、市民からすると結局はどの施設も

残してほしいということになってしまうのではないか。市の保有する情報や計画値

等はもっと明確に提示した上で、市民の意見を聞くことが大切だと思うがどうか。 

（担当課） この部分の記載方法については、もう少し具体的な目標値等を記載するよう担当課

で検討を行いたい。 

（委 員） アンケートを実施する際に各施設の詳細等が分かる資料は付けるのか。施設の名前

だけではイメージしづらいので、施設の場所や外観などが分かる資料があった方が

良いのではないか。 

（担当課） アンケートの実施までに各公共施設に関する概要資料を新たに作成するのはスケジ

ュール的に難しいと考えているが、市ホームページに公共施設に関するページが既

にあるので、その URLを参考情報として追記するといった形で対応する。 

（委 員） 今回のアンケートは 18 歳以上 90 歳未満の方に送付するとされているが、年代の回

答欄では 70歳以上の方が一括してまとめられており、これだと 70歳から 90歳まで

の方々が全て同じカテゴリーになってしまうので、評価・分析しづらいのではない

か。70歳代を独立させて、80歳以上と分けたほうが良いのではないか。 

（担当課） ご指摘のとおり対応する。 

（委員長） その他ご意見等があれば期日までに事務局までご連絡いただくこととし、最終的に

は委員長と事務局の方でまとめさせていただくという形で一任いただきたい。 

（各委員） 了承 

 

５ その他 

（事務局） 次回会議は１０月下旬を予定している。後日日程調整させていただく。 

 

６ 閉 会 

 


